
令和６年９月補正予算による第３期実行計画更新内容 

No. 施策シート 区分

1 09_01_高齢者が地域で安心して暮らせる環境づくり 新規・変更

2 25_01_ごみ発生抑制を最優先にした４Rの推進 新規（具体化）

※新規等更新箇所については、網掛けをしています。



基本目標等

施策目標等

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

計画期間

中の

実施予定

時期

認知症予防の推進や相談体制の充実、住み慣れた地域で医療・介護が受けられる体制づくりを進める。概要

めざす姿（主観的満足度） 高齢者が地域でいきいきと暮らせる環境が整っている

総合計画体系
9.高齢者が地域でいきいきと暮らせるまち

高齢者が地域で安心して暮らせる環境づくり

2.健やかに、生きがいを持って暮らせるまち

施策名称

施策シート【09_01】 健康福祉部、市民生活部、環境部

１．ごみ出し支援の拡充

２．認知症対策

（１）認知症サポーターの養成

（２）予防及び早期発見

（３）患者及び家族の負担軽減

（４）認知症対策（脳の健康度測定）

（５）認知症対策（加齢性難聴に対す

る支援）

３．在宅福祉サービスの充実

３．在宅福祉サービスの充実

○新たな緊急通報装置導入

２．認知症対策

（３）患者及び家族の負担軽減

【拡充】

○一体的支援事業を行う団体に

対する補助を実施（６団体）



施策シート【09_01】ー 具体的な取り組み

施策名称

１．ごみ出し支援の拡充

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

ごみ出し支援である「ふれあいサポート収集」及び

「大型ごみ持出しサポート収集」の利用要件を令和

５年度に拡充したが、より市民ニーズに対応していく

ため、さらなる拡充を図る。

令和５年度の拡充内容

「ふれあいサポート収集」：対象要件を高齢者、障

害者の単身世帯としていたが、単身世帯の要件を

撤廃。（高齢者、障害者等で複数人世帯を対象

に拡充。）

「大型ごみ持出しサポート収集」：対象とする世帯

の構成を、高齢者、障害者に加えて、既存対象者

と同一世帯に属する18歳未満の者を追加するとと

もに、大型ごみと同時に排出する場合に限り粗ごみ

も収集品目の対象に追加。

大型ごみ持出しサポート収集

の利用要件拡充の検討（出

産や骨折等の傷病を理由とし

た一時的なごみ排出困難者へ

の対応検討）

大型ごみ持ち出しサポート収

集の利用要件の拡充（一時

的なごみ排出困難者を対象と

した収集を実施）

継続 継続
環境事業

課

２．（1）認知症対策（認知症サポーターの養成）

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

認知症を正しく理解し見守るサポーターを養成。
認知症サポーター養成講座を

開催
継続 継続 継続

健康福祉

政策課

健康福祉部、市民生活部、環境部

高齢者が地域で安心して暮らせる環境づくり



施策シート【09_01】ー 具体的な取り組み

施策名称

健康福祉部、市民生活部、環境部

高齢者が地域で安心して暮らせる環境づくり

２．（２）認知症対策（予防及び早期発見）

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

・専門職が地域の取り組みの活動支援を行い、認

知症を含めたフレイル予防を展開（ポピュレーション

アプローチ）。本市独自のプログラムを使用した教

室等を実施（ハイリスクアプローチ）。

・認知症の早期発見・早期治療の契機として、「自

分でできる認知症の気づきチェックリスト」を活用。

・認知症の人とその家族への適切な支援につなげる

ため、発症初期の段階で医療と介護の専門職によ

るチームが介入。

・「ひらかた脳活教室」等による

切れ目のないつながりをもった

取り組みを実施

・検討した「自分でできる認知

症の気づきチェックリスト」の啓

発活動の実施

・作成した初期集中支援チー

ムの啓発資料による啓発を実

施

・「自分でできる認知症の気づ

きチェックリスト」啓発の継続実

施

・初期集中支援チームの啓発

資料の効果を見ながら啓発の

継続実施

継続 継続

健康づくり

課、健康福

祉政策課

２．（３）認知症対策（患者及び家族の負担軽減）

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

本人と家族の関わり方を一体的に支援する団体に

対して、運営に必要な費用の一部を補助。認知症

の本人やその家族にとって安心して店舗やサービス

を利用できる環境を推進。

・一体的支援事業を行う団体

に対する補助を実施（３団

体）

・「認知症バリアフリー宣言」の

推進

・一体的支援事業を行う団体

に対する補助を実施（４団

体）

・「認知症バリアフリー宣言」の

推進

・一体的支援事業を行う団体

に対する補助を実施（５団

体）

・「認知症バリアフリー宣言」の

推進

・一体的支援事業を行う団体

に対する補助を実施（６団

体）

・「認知症バリアフリー宣言」の

推進

健康福祉

政策課

２．（４）認知症対策（脳の健康度測定）

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

デジタル技術を活用した脳の健康度測定を実施

し、自身の脳の健康に関心をもつきっかけづくりとす

るとともに、認知機能低下が疑われる方を把握し、

介護予防事業への案内や地域・医療資源等へとつ

なぐことにより、認知症及び軽度の認知機能障害の

予防、早期対応を推進。

・二次元コードの郵送による個

別測定の実施

・集団測定の実施

・結果分析

継続 継続 継続

健康福祉

政策課、健

康づくり課



施策シート【09_01】ー 具体的な取り組み

施策名称

健康福祉部、市民生活部、環境部

高齢者が地域で安心して暮らせる環境づくり

２．（５）認知症対策（加齢性難聴に対する支援）

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

高齢者の認知症予防や日常生活の質の向上を図

るため、加齢に伴う難聴について、補聴器の購入を

補助。

・補助金要綱確定

・10月から購入費補助の実施
購入費補助の継続実施 継続 継続

健康福祉

総合相談

課

３．在宅福祉サービスの充実

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

ひとり暮らし等で身体に負担のある高齢者の居宅に

緊急通報装置を設置し、急病などに対する緊急時

の対応や、日常時の健康相談に応じ、不安感の解

消を図っている。

現在の装置は固定電話回線に接続しているが、固

定電話回線の廃止やＩＰ電話等で装置が設置で

きない高齢者への対策を検討する。

緊急通報装置の在り方につい

て検討
新たな緊急通報装置導入 実施 実施

健康福祉

総合相談

課



施策シート【09_01】ー 施策指標

施策名称

指標名 指標の説明 R6 R7 R8 R9 単位 担当課 関連する取り組み等

介護保険給付に占める在宅サービスの

割合

居宅サービス及び地域密着型サービス給付

費合計／介護保険給付費
73.0 73.5 73.7 73.7 ％ 保険年金課 -

介護保険施設等の施設数
特別養護老人ホームなど介護保険施設等

の数
102 102 108 108 施設

健康福祉政策

課
-

認知症サポーター養成講座の参加者数

（累計）

認知症に対する正しい知識と具体的な対

応方法を学ぶ認知症サポーター養成講座

の参加者数（累計）

29,200 30,400 31,600 32,800 人
健康福祉政策

課

２．（1）認知症対策（認知症サ

ポーターの養成）

「ひらかた脳活教室」の参加者実人数 「ひらかた脳活教室」の参加者実人数 100 100 100 125 人 健康づくり課
２．（２）認知症対策（予防及

び早期発見）

「自分でできる認知症の気づきチェックリス

ト」の利用件数（累計）

「自分でできる認知症の気づきチェックリスト」

啓発の結果、チェックリストが行われた数
1,500 3,000 4,500 6,000 件

健康福祉政策

課

２．（２）認知症対策（予防及

び早期発見）

一体的支援事業補助事業申請団体数
認知症一体的支援事業に取り組む団体に

対して行う補助金事業の利用件数
3 4 5 6 件

健康福祉政策

課

２．（３）認知症対策（患者及

び家族の負担軽減）

認知症理解に関して働きかけた店舗等

(企業等)数

「認知症バリアフリー宣言」など認知症理解

に関する周知を行った件数
3 100 200 400 件

健康福祉政策

課

２．（３）認知症対策（患者及

び家族の負担軽減）

脳の健康度測定受診者数

①セルフチェック（対象者の15％から＋

１%/年）

②集団測定（定員の100％）

①2,025人

②500人

①2,160人

②500人

①2,295人

②500人

①2,430人

②500人
件

健康福祉政策

課

２．（４）認知症対策（脳の健

康度測定）

補聴器購入費補助件数 補聴器購入費を補助した件数 30 70 70 70 件
健康福祉総合

相談課

２．（５）認知症対策（加齢性

難聴に対する支援）

地域ケア推進実務者連絡協議会の開

催件数

地域ケア推進実務者連絡協議会、作業部

会の開催件数
14 14 14 14 件 健康づくり課 -

健康福祉部、市民生活部、環境部

高齢者が地域で安心して暮らせる環境づくり



基本目標等

施策目標等

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

計画期間

中の

実施予定

時期

循環型社会の形成に向け、ごみの発生抑制に取り組みます。概要

めざす姿（主観的満足度） ごみ減量や資源循環が進んでいる

総合計画体系
25.ごみを減らし、資源の循環が進むまち

ごみ発生抑制を最優先にした４Rの推進

5.自然と共生し、美しい環境を守り育てるまち

施策名称

施策シート【25_01】 環境部

１．次期一般廃棄物処理基本計画の策

定

２．４Ｒ活動の推進

３．効率的なごみ収集処理の推進

４．事業系ごみの減量指導と手数料の適

正化

５．ＤＸ等によるごみ収集の最適化

４．事業系ごみの減量指導と手数料

の適正化

○事業系ごみ処理手数料を120円

/10kgから150円/10kgに改定



施策シート【25_01】ー 具体的な取り組み

施策名称

１．次期一般廃棄物処理基本計画の策定

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

次期一般廃棄物処理基本計画を策定し、資源循

環施策を推進。

次期基本計画に盛り込む施

策等の検討

・廃棄物減量等推進審議会

へ諮問

・次期基本計画の策定

ー ー
循環型社会推

進課

２．４Ｒ活動の推進

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

・事業者と連携することにより、食品を必要とする団

体等に無償で譲渡するフードドライブを実施。

・家庭用電気式生ごみ処理機の購入補助制度を

導入し、生ごみの減量を推進。

・粗大ごみから再利用できるものをピックアップし、リ

ユースを推進。

・資源となる鉄類等の再資源化を推進。

・再生資源集団回収報償金制度の見直し。

・フードドライブの実施

・家庭用生ごみ処理機

制度設計・実施

・リユース事業

実証実験

・ごみの再資源化

・再生資源集団回収報償金

普及・啓発、提出様式の見直

し・WEB申請の検討

・再生資源集団回収報償金

様式改訂、報償金の見直しの

検討

・ごみの再資源化

鉄類等のさらなる再資源化

・家庭用生ごみ処理機

補助制度の検証

・リユース事業

本格実施

継続

循環型社会推

進課、穂谷川

資源循環セン

ター

３．効率的なごみ収集処理の推進

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

平成31年1月に策定した「ごみ収集業務体制見

直し実施計画」に基づき、段階的に一般ごみ収集

業務の委託化を進め、2人乗務体制に変更。

直営車両５台を委託化し、2

人乗務に変更

※  委託率80％

ー ー ー 環境事業課

環境部

ごみ発生抑制を最優先にした４Rの推進



施策シート【25_01】ー 具体的な取り組み

施策名称

環境部

ごみ発生抑制を最優先にした４Rの推進

４．事業系ごみの減量指導と手数料の適正化

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

事業系ごみの減量指導を行うとともに、廃棄物処

理法による排出事業者責任の考え方に基づき、ご

み処理原価に一致したものとなるよう事業系ごみ処

理手数料の適正化を推進。

多量排出事業者への減量指

導

多量排出事業者への減量指

導、事業系ごみ処理手数料を

120円/10kg

から150円/10kgに改定

継続 継続
循環型社会推

進課

５．ＤＸ等によるごみ収集の最適化

取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 担当課

ごみ収集業務において効率的な収集データ等の管

理を行う運行管理システムを導入。
・システムの構築

・資源収集車両8台による２

年間のシステム実証開始

・機能の確認とデータ管理の構

築

・新コースや前年度のデータ移

行に問題が無いか検証

・システム全般の最終確認

運行管理システム本格導入 環境事業課



施策シート【25_01】ー 施策指標

施策名称

指標名 指標の説明 R6 R7 R8 R9 単位 担当課 関連する取り組み等

４Rの推進
生ごみの減量・減容に取り組む市民の数

（延べ人数）
44 132 220 308 人

循環型社会推

進課
２．４Ｒ活動の推進

多量排出事業者数
事業活動に伴って月平均2.5トン以上の一

般廃棄物を排出する事業者の数
80 79 78 77 社

循環型社会推

進課

４．事業系ごみの減量指導と手数

料の適正化

ごみ収集管理に係る業務時間数

収集時間、走行距離、回送距離、作業時

間、間違いごみ内容等の記録のデータ化、

委託車両の巡視等に係る業務時間数

7,472 6,986 6,986 0 時間 環境事業課 ５．ＤＸ等によるごみ収集の最適化

市民1人当たりのごみの排出量 ごみの排出量（一日あたり）／人口 784 785
785

（仮定値）

785

（仮定値）
g/人・日

循環型社会推

進課
-

ごみの資源化率 ごみを資源化した量／ごみの排出量 19.4 19.4
19.4

（仮定値）

19.4

（仮定値）
%

循環型社会推

進課
枚方市一般廃棄物処理基本計画

ごみの焼却量
本市の清掃工場において焼却処理をしたご

みの量
89,288 88,844

88,408

（仮定値）

87,972

（仮定値）
t

循環型社会推

進課
枚方市一般廃棄物処理基本計画

最終処分量 焼却灰などを最終処分場で埋め立てた量 10,591 10,649
10,597

（仮定値）

10,545

（仮定値）
t

循環型社会推

進課
枚方市一般廃棄物処理基本計画

環境部

ごみ発生抑制を最優先にした４Rの推進


